
入 札 説 明 書

平成２９年１月２０日付けで公告した制限付き一般競争入札（物品調達契約）に参加しようとする

者は、別に定めるもののほか次の事項を熟知し、かつ、遵守しなければならない。

１ 発注者

青森県知事

２ 入札に付する事項

（１）品  名  防疫作業資材（一般資材）

（２）規  格  仕様書のとおり

（３）数  量  一式

（４）納入期限  平成２９年３月１５日（水）

（５）納入場所  仕様書のとおり

３ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項

（１）入札に参加する者に必要な資格

次に掲げる条件をすべて満たしている者であり、かつ、当該入札に参加する者に必要な資格の

確認を受けた者であること。

ア 政令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。

イ 青森県財務規則（昭和３９年３月青森県規則第１０号）第１２８条の規定による一般競争入

札に参加できない者でないこと。

ウ 物品の製造の請負、買入れ及び借入れに係る契約並びに役務の提供を受ける契約に係る競争

入札に参加する者の資格等に関する要領（平成１３年４月１日施行）第５で規定する競争入札

参加資格者名簿（以下｢競争入札参加資格者名簿｣という。）に登録され、かつ、Ａ等級に格付さ

れている者であること。

エ 県内に本店を有する者であること。

オ 物品の製造の請負、買入れ及び借入れに係る契約並びに役務の提供を受ける契約に係る競争

入札参加資格者名簿登載業者に関する指名停止要領（平成１２年１月２１日施行。以下｢指名停

止要領｣という。）に基づく知事の指名停止の措置を、制限付き一般競争入札参加資格確認申請

書の提出期限の日から開札の時までの間に、受けていない者であること。

カ 競争入札参加資格者名簿に登載された日から開札の時までの間に、指名停止要領別表第９号

から第１６号までに掲げる措置要件に該当する事実（既に知事の指名停止の措置が行われたも

のを除く。）がない者であること。

キ 営業品目「Ｇ０１家庭用品」、「Ｊ０３防災用品」又は「Ｊ０４保安用品」が競争入札参加資

格者名簿に登録されている者又は２(１)に掲げる物品と同一の種類の物品について、過去５年

の間に納入実績があることを証明した者であること。

ク 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者

又は、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされてい

る者（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定に基づく再生手

続開始の申立てがなされた者であって、更生計画の認可が決定し、又は再生計画の認可の決定

が確定した者を除く。）でないこと。



（２）入札に参加する者に必要な資格の確認

制限付き一般競争入札に参加しようとする者は、制限付き一般競争入札参加資格確認申請書（第

３－１号及び第３－２号様式。以下「申請書」という。）を原則として持参により提出し、入札に

参加する者に必要な資格の確認を受けなければならない。資格の確認結果については、制限付き

一般競争入札参加資格確認結果通知書(第５号様式)により通知する。

ア 提出期限 平成２９年１月２７日（金） １７時００分

イ 提出場所 青森県青森市長島一丁目１番１号

       青森県出納局会計管理課物品調達グループ（青森県庁舎東棟１階）

ウ 提出部数 １部

４ 入札説明書等に関する質問

  入札説明書等に関する質問がある場合は、入札説明書等に関する質問書（第１号様式）を原則と

して持参により提出すること。

  なお、入札説明書等に関する質問書に対する回答は、青森県出納局会計管理課ホームページへの

掲載及び会計管理課物品調達グループにある業者用掲示板への掲示による方法で行う。

（１）提出期限 平成２９年１月２６日（木） １２時００分

（２）提出場所 ３の(２)のイに定める場所に同じ。

５ 制限付き一般競争入札に参加しようとする者に要求される事項

（１）制限付き一般競争入札に参加しようとする者は、当該入札の執行が完了するまでは、いつでも

当該入札を辞退することができる。

（２）制限付き一般競争入札に参加しようとする者は、入札日の前日までの間において、提出した書

類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。

（３）県が提示する参考品以外の物品（以下「同等品」という。）により入札書を提出する場合は、同

等品のカタログ（コピー可）を添付の上、同等品申請書（参考様式２）を原則として持参により

提出し、県の承認を得なければならない。

  ア 提出期限 平成２９年１月２６日（木） １２時００分

  イ 提出場所 ３の(２)のイに定める場所に同じ。

６ 入札及び開札に関する事項

（１）日時 平成２９年２月８日（水） １４時３０分

（２）場所 青森県青森市長島一丁目１番１号

    青森県庁舎東棟１階 会計管理課入札室

（３）入札保証金 免除する。

（４）入札に関する注意事項

ア 入札に参加する場合には、下記の書類を持参すること。

（ア）制限付き一般競争入札参加資格確認結果通知書

（イ）委任代理人が入札するときは、委任状（参考様式１参照。既に有効な期間委任状を提出し

ている場合は、持参不要である。）。

イ 入札に当たっては、財務規則に定める入札者心得書を遵守するものとする。

入札者心得書は、インターネットにより、次のＵＲＬ（アドレス）から入手できる。

http://www.pref.aomori.lg.jp/kensei/yosan/buppin-bunsyo.html

ウ 入札書には、別紙参考書式を参考に、次の事項を記載すること。



（ア）入札年月日

（イ）あて名は、「青森県知事」とする。

（ウ）入札参加者の所在地、商号又は名称、代表者の職氏名及び印（個人の場合は、住所、氏名

及び印）

（エ）入札金額   

（オ）品名

（カ）数量等

  エ 入札金額の記載方法

    落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する額を

加算した金額（当該金額に 1 円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもっ

て落札金額とするので、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載するものとする。

オ 郵便により入札書を提出することは認めない。

カ 入札執行回数は、原則として、３回を限度とし、不調の場合は最低の価格をもって入札をした

者との随意契約によるものとする。

キ ２回目の入札において、落札者がなく、かつ、1 者を除いて他の入札者がすべて辞退した場合

は、以後の再度入札は行わず、その 1者との随意契約によるものとする。

ク １回目又は２回目の入札において、入札に参加しなかった者、無効の入札をした者は以後の再

度入札には参加できないものとする。

ケ 再度入札に移行した場合において、直前の回の最低入札額と同額又はこれを上回る額の入札を

した者の入札は無効とするものとする。

コ 入札が開始されてから入札を辞退するときは、入札執行者に入札辞退届を提出する、又は入札

書に「辞退」と記入して入札箱に投函するものとする。

サ 委任代理人が入札を行おうとするときは、入札書に委任代理人の氏名（法人の場合は、当該法

人の名称又は商号及び代表者名）を記名押印しなければならないものとする。

（５）入札の無効

入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、申請書に虚偽の事実の記載をした者のし

た入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。

（６）落札者の決定方法

  ア 予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札をした者を落札者とする。

イ 落札者となるべき同価の入札者が２人以上あるときは、直ちに、くじで落札者を定める。

この場合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるときは、これに代えて、入札事

務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

７ 契約に関する事項

（１）契約書（案）

別紙のとおり

（２）契約保証金  

契約者は、契約金額の１００分の５以上の契約保証金を納付するものとする。ただし、次のい

ずれかに該当するときは、その納付を免除する。

ア 契約者が保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。

イ 過去２年の間に国又は地方公共団体とその種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上に



わたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそれが

ないと認められるとき。

（３）契約書の取り交わしの時期 落札決定の日から７日以内に契約を締結する。

（４）落札の決定後、当該入札に係る契約の締結までの間において、当該落札者が３の(1)に掲げるい

ずれかの要件を満たさなくなったときは、当該契約を締結しない。

８ 問い合わせ先

青森県青森市長島一丁目１番１号 青森県庁舎東棟１階

青森県出納局会計管理課物品調達グループ

  担当 総括主幹 川崎   了

  電話 ０１７－７３４－９０９９



（別紙）入札書参考書式

平成  年  月  日

青 森 県 知 事       殿

所在地又は住所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 職 氏 名          ㊞

（委任代理人           ㊞）

入    札    書

金 額

(税抜)

億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円

                  

品   名  防疫作業資材（一般資材）

数   量  一式

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第１号様式

平成 年  月  日

青森県出納局会計管理課長  殿

所在地又は住所

商号又は名称

代表者職氏名              ㊞

担 当 者 氏 名

連  絡  先

入札説明書等に関する質問書

公  告  日 平成２９年１月２０日

品     名 防疫作業資材（一般資材）

質  問  事  項

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



第３－１号様式

平成  年  月  日

青 森 県 知 事     殿

                       

所在地又は住所

商号又は名称

代表者職氏名                   ㊞

担 当 者 氏 名

連  絡  先

制限付き一般競争入札参加資格確認申請書

平成２９年１月２０日付けで公告した制限付き一般競争入札に参加したいので、その資格の確認に

ついて、納入実績証明書を添えて、下記のとおり申請します。

なお、この申請書の内容についてはすべて事実と相違ないことを誓約します。

記

１ 品  名  防疫作業資材（一般資材）

２ 業者番号及び等級格付

  （業者番号：       、等級格付：    ）

３ 登録営業品目

４ 申請日現在の指名停止措置の有無

      有  ・  無

５ 誓約事項

  次の各号について、誓約します。

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当していないこと。

（２）同条第２項に規定する要件に該当していないこと。

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。

２ 知事が指定した営業品目が競争入札参加資格者名簿に登録されている者は、納入実績証明書の

提出を要しない。



第３－２号様式

納入実績証明書

                                                              平成  年  月  日

    青森県知事   殿

                                所在地又は住所

                                      商 号 又 は 名 称

                                       代 表 者 職 氏 名                    ㊞

  平成２９年１月２０日付けで公告した制限付き一般競争入札に係る調達物品の納入実績は、下記の

とおりであることを証明します。

記

１ 品 名 防疫作業資材（一般資材）

２ 過去５年間の納入実績（同一の種類の物品を含む。）

３ 添付書類

契約書（写）その他実績を確認することができる書類

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。

メーカー名 機 種 規 格 納入年度 納入先 納入数量 備 考



第５号様式

青会 管 第    号

平成  年  月  日

            殿

青森県出納局会計管理課長  □印

制限付き一般競争入札参加資格確認結果通知書

平成  年 月 日付けで申請のあった制限付き一般競争入札の参加資格について、確認結果

を下記のとおり通知します。

なお、入札参加資格を有すると通知された者は、入札日当日に、本通知書を持参してください。

記

１ 品 名

防疫作業資材（一般資材）

２ 入札参加資格の有無

  有

  無（理由                        ）

  

※ 入札参加資格がないと通知を受けた者は、本通知書を受理した日から起算して２日以内（休日を

除く。）に、入札参加資格がない理由について、書面を持参し説明を求めることができます。

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長とする。



（参考様式１）

委      任      状

平成  年  月  日

青森県知事 殿

所在地又は住所

商号又は名称

代表者職氏名             ○印

私は、次の者を委任代理人と定め、下記件名の入札及び見積りに関する一切の権限を委

任します。

受任者  所在地又は住所

商号又は名称

職氏名                              

  

記

入札（見積り）件名  防疫作業資材（一般資材）

入札（見積り）期日  平成２９年２月８日（水）

入札（見積り）場所  県庁東棟１階 出納局会計管理課入札室

代理人使用印鑑



（参考様式２）

平成  年  月  日

青森県出納局会計管理課長 殿

所在地又は住所

商号又は名称

代表者職氏名               ○印

（担当者氏名                 ）

同  等  品  申  請  書

下記の物品について、参考品の同等品として認めてくださるよう、申請します。

名    称
参 考 品

メーカー・品番・規格等

同  等  品

メーカー・品番・規格等

注１ 用紙の大きさは日本工業規格Ａ４縦長とする。

２ 同等品の申請をする場合に提出する。

３ 同等品として申請する物品のカタログ等を添付する。

３ 代表者の印を押印する。



物 品 売 買 契 約 書（案）

住所

受注者

青森市長島一丁目 1 番 1 号

発注者 青 森 県

上記当事者間において、物品売買のため、次のとおり（ただし、         を除く。）

契約を締結した。

（売買物品及び売買代金）

第１条 受注者は、次に掲げる物品（以下「売買物品」という。）を、次に掲げる売買代金により、

発注者に売り渡し、発注者は、これを買い受けることを約した。

(１) 名   称   防疫作業資材（一般資材）

(２) 形式・規格   仕様書のとおり

(３) 数   量   一式

(４) 金   額   ￥．           

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥．         ）

（契約保証金）

第２条(Ａ) 契約保証金は、金       円とする。

２ 前項の契約保証金には、利息を付さないものとする。

３ 第１項の契約保証金は、受注者が契約を履行した後、受注者に還付するものとする。

第２条(Ｂ) 契約保証金は、免除する。

（売買物品の納入等）

第３条 売買物品の納入期限及び納入場所は、次のとおりとする。

(１) 納入期限  平成２９年３月１５日

(２) 納入場所  仕様書のとおり

２ 受注者は、売買物品を納入しようとするときは、あらかじめその旨を発注者に通知するとと

もに、納入の際は、物品納入管理票を提出するものとする。

３ 受注者は、第１項の納入期限までに売買物品を納入できないときは、遅滞なくその旨を発注

者に通知しなければならない。

（売買物品の検査等）

第４条 発注者は、売買物品の納入があった場合において、受注者の立会いの下に検査を行うも

のとし、検査の結果、合格と認めるときは、直ちに売買物品の引渡しを受けるものとする。

２ 前項の検査に要する費用及び検査のために売買物品が変質又は消耗き損したことによる損害

は、すべて受注者の負担とする。ただし、特殊の検査に要する費用は、この限りでない。

３ 受注者は、自らの都合により検査に立ち会わないときは、検査の結果について異議を申し立

てることができないものとする。

４ 第１項の検査に合格しなかったときは、受注者は、売買物品を遅滞なく引き取り、発注者の

指定する期日までに代品を納入しなければならない。

５ 前条第２項及び第３項並びに前４項の規定は、代品の納入について準用する。



（所有権の移転時期）

第５条 売買物品の所有権は、前条第１項の検査に合格し、引渡しを完了した時、発注者に移転

する。

（売買代金の支払）

第６条 受注者は、売買物品の引渡しを完了した後、請求書により発注者に売買代金を請求する

ものとする。

２ 発注者は、前項の請求書を受理した日から起算して３０日以内に売買代金を支払うものとす

る。

（遅延利息）

第７条 受注者は、その責めに帰する理由により第３条第１項の納入期限までに売買物品を納入

しなかった場合は、当該納入期限の翌日から納入した日までの日数に応じ、売買代金の額につ

き年２．８パーセントの割合で計算して得た金額を遅延利息として発注者に納付するものとす

る。この場合において、遅延利息の額が１００円未満であるとき、又はその額に１００円未満

の端数があるときは、その全額又は端数を切り捨てるものとする。

２ 発注者は、前項の遅延利息を、売買代金より控除するものとする。

（かし担保責任）

第８条 発注者は、売買物品の所有権が移転した後、売買物品に数量の不足その他隠れたかしが

あることを発見したときは、当該所有権の移転後１年以内に受注者に対して売買物品の補修、

取替え、この契約の解除又はこれらに代え、若しくはこれらとともに損害の賠償を請求するこ

とができる。

２ 発注者は、受注者が前項の補修又は取替えに応じないときは、補修又は取替えに代わる必要

な措置を講ずることができるものとし、これに要する費用は受注者が負担するものとする。

（契約の解除）

第９条 発注者は、前条の規定による場合のほか、受注者が次の各号のいずれかに該当する場合

は、この契約を解除することができる。

(１) その責めに帰する理由により、第３条第１項の納入期限までに物品を納入しなかったと

き、又は納入する見込みがないと明らかに認められるとき。

(２) その他この契約に違反し、その違反によってこの契約の目的を達することができないと

認められるとき。

（契約保証金の帰属）

第１０条(Ａ) 発注者が、前条の規定によりこの契約を解除した場合は､第２条の契約保証金は、

発注者に帰属するものとする。

（違約金）

第１０条(Ｂ) 発注者は、前条の規定によりこの契約を解除した場合は、売買代金の額の

１００分の５に相当する金額を違約金として受注者から徴収するものとする。この場合におい

て、違約金の額が１００円未満であるとき、又はその額に１００円未満の端数があるときは、

その全額又は端数を切り捨てるものとする。

（損害賠償）

第１１条 発注者は、第９条の規定によりこの契約を解除した場合において、前条の違約金又は

契約保証金（契約保証金の納付に代えて提供された担保については、当該担保の価値）若しく

は履行保証保険の保険金の額を超えた金額の損害が生じたときは、その超えた金額を損害賠償

として受注者から徴収する。



（協議事項）

第１２条 この契約書に定めのない事項及び疑義の生じた事項については、受注者と発注者とが

協議して定めるものとする。

上記契約の成立を証するため、この契約書を２通作成し、受注者及び発注者が記名押印し、各

自その１通を保有するものとする。

平成   年   月   日

受注者                  ○印

              発注者  青森県知事 三 村 申 吾   印



暴力団排除に係る特記事項

（総則）

第１ 受注者は、青森県暴力団排除条例(平成２３年３月青森県条例第９号)の基本理念に則

り、この特記事項が添付される契約（以下「本契約」という。）及びこの特記事項を守らな

ければならない。

（暴力団排除に係る契約の解除）

第２ 発注者は、受注者（第１号から第５号までに掲げる場合にあっては、受注者又はその

支配人（受注者が法人の場合にあっては、受注者又はその役員若しくはその支店若しくは

契約を締結する事務所の代表者））が次の各号のいずれかに該当するときは、本契約を解

除することができる。

(１) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。第５号及び第６号において同じ。）で

あると認められるとき。

(２) 自己若しくは第三者の不正な利益を図り又は第三者に損害を与える目的で暴力団

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団を

いう。以下この項において同じ。）の威力を利用したと認められるとき。

(３) 暴力団の威力を利用する目的で金品その他財産上の利益の供与（以下この号及び次

号において「金品等の供与」という。）をし、又は暴力団の活動若しくは運営を支援

する目的で相当の対価を得ない金品等の供与をしたと認められるとき。

(４) 正当な理由がある場合を除き、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資する

こととなることを知りながら金品等の供与をしたと認められるとき。

(５) 暴力団員と交際していると認められるとき。

(６) 暴力団又は暴力団員が実質的に経営に関与していると認められるとき。

(７) その者又はその支配人（その者が法人の場合にあっては、その者又はその役員若し

くはその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者）が第１号から前号までのいず

れかに該当することを知りながら当該者とこの契約に係る下請契約、材料等の購入契

約その他の契約を締結したと認められるとき。

(８) 第１号から第６号までのいずれかに該当する者を契約の相手方とするこの契約に係

る下請契約、材料等の購入契約その他の契約（前号に該当する場合の当該契約を除く。）

について、発注者が求めた当該契約の解除に従わなかったとき。

２ 前項の規定により契約を解除した場合の契約保証金の帰属、違約金及び損害賠償につい

ては、本契約の規定による。

（不当介入に係る報告・通報）

第３ 受注者は、受注者及び下請負者等に対して暴力団員等による不当介入があった場合

は、 発注者及び警察へ報告・通報しなければならない。また、警察の捜査上必要な協力

を行うものとする。



参考（契約書として調製するときは、この部分は削除する。）

【契約保証金等に係る削除条項例】

１ 契約金額 150 万円以下の随意契約による免除（財務規則第 159 条第 1 項第 6 号該

当）

第 2 条(A)、第 10 条(A)

２ 履行保証保険契約締結による免除（財務規則第 159 条第 1 項第 1 号該当）

第 2 条(A)、第 10 条(A)

３ 実績免除（財務規則第 159 条第 1 項第 2 号該当）

第 2 条(A)、第 10 条(A)

４ 現金（又は納付証券）による納付（財務規則第 159 条第 1 項本文該当）

第 2 条(B)、第 10 条(B)





【参考】

メーカー：鈴木産業

品  番：ＡＲ－２０５

【参考】

メーカー：三甲（サンコー）

【参考】

メーカー：トラスコ

品  番：BSA-1010

【参考】

メーカー：シロ産業

品  番：M512-IB1000

【参考】

メーカー：浅香工業

（４）雨合羽

①Ｓサイズ

②Ｍサイズ

③Ｌサイズ

④ＬＬサイズ

⑤３Ｌサイズ

特徴：総裏メッシュ付、メッシュ七分裏に調整機能 、二重前立て、収納袋付き

用途：獣医・畜産業、消毒作業

材質（表地）：ナイロン 100％ （PVC ラミネート）

材質（裏地）：ポリエステル 100％（上下裏メッシュ）

（５）踏込消毒槽（テンバコ型コンテナ）

用途：獣医・畜産業、消毒槽

    容量（Ｌ）：３６．１

外寸（間口 W×奥行 D×高さ H mm）：591×386×206

内寸：534×331×187

    質量（kg）：1.89

（６）ブルーシート

用途：屋内外工事現場の保護カバー、養生シート

材質（シート）：ポリエチレン（ＰＥ）

材質（ハトメ）：アルミ（内径 12mm）

引裂強度（N）：縦 130、横 120

引張強度（N/50mm）：縦 520、横 500

寸法：10ｍ×10ｍ

シートの厚さ：＃3000

（７）組立式タンク

特徴：水道法水質基準に適合（飲料用）、格納可能、組立分解が簡単、高周波溶着加工

による優れた機密構造

用途：消毒用水貯水用

容量（Ｌ）：1,000

サイズ（mm）：1350×700H

    質量（kg）：12

（８）一輪車

用途：土砂、肥料、収穫物の運搬用

寸法（バケット部分）（mm）：全長 770×全幅 680×深さ 135

質量（kg）：12.9



【参考】

メーカー：紅中

【参考】

メーカー：エーワン

【参考】

メーカー：YAZAWA

【参考】

メーカー：大自工業

【参考】

メーカー：ケンウッド

積載荷重（kg）：100

本体寸法（mm）：全長 1340×全幅 680×全高 555

    板厚（mm）：0.8

容量（L）：20

（９）ベニヤ板

特徴：耐水性

材質：南洋木ラワン

寸法（長さ×幅×厚さ mm）：1800×900×12

質量（kg）：9.8

（１０）補鳥網（アルミシャフト魚網）

特徴：ステンレス枠２重枠

寸法：幅 36cm×全長 119cm

網目：約 3mm

網（深さ）：約 26cm

（１１）ガソリン携行缶

特徴：滑りゆれ防止板付き、ノズル附属

用途：発電機用のガソリン携行

材質：電気亜鉛メッキ銅板

容量（Ｌ）：20

寸法（高さ H×幅 W×奥行 D mm）：273×429×303

色：レッド

(１２）ガソリン携行缶

用途：発電機用のガソリン携行

容量（Ｌ）：20

寸法（高さ H×幅 W×奥行 D mm）：254×458×293

色：ブルー

（１３）トランシーバー

特徴：総務省技術基準適合品、バッテリーセーブ機能、防塵・防水機能（IP54 相当）

通信距離：約 100～200m（市街地）、約 1～2km（見通しの良い郊外）

付属品：ベルトフック／取扱説明書／保証書

質量（g）：約 180

仕様温度範囲（℃）：-10～＋50

  チャンネル数：交互通話モード 20ch

    電源電圧（V）：DC4.5

外寸（幅 W×高さ H×奥行 D mm）：55.5×103.9×26.0



【参考】

メーカー：エスコ

【参考】

メーカー：パール

【参考】

メーカー：積水テクノ成型

電波形式：F3E

    送信出力：10mW

使用周波数（MHz）：400MHz

（１４）誘導灯

特徴：点灯・点滅切替式

材質（ライト部）：ポリカーボネイト

材質（グリップ部）：ＡＢＳ樹脂

全長（mm）：550

直径（φmm）：（最大）42、（ライト部分）30

光源：ＬＥＤ12球

（１５）養生テープ

基材：ポリエチレンクロス

伸度（％）：15

テープ幅（mm）：50

（１６）ロックタイ

材質：66ナイロン

種類：耐候・耐熱

使用温度：-40～+110

寸法：長さ 200mm 程度、幅 4.6mm 程度

（１７）90L ゴミ袋（業務用ポリ袋 0.04mm）

特徴：箱の上部に切込みがあり、取り出しに便利

材質：リニア低密度ポリエチレン

容量：90L

内容量：100 枚

（１８）ポリペール容器（90L、エコポリペール角型）

特徴：再生ポリプロピレンを使用した環境配慮製品

材質：再生ポリプロピレン

容量：90L

その他：本体にロックレバーがついて、本体とフタをしっかりロック

（１９）レンズくもり止め（ムースタイプ）

特徴：液ダレ・飛び散りが少ない

成分：特殊両親媒溶性物質

液性：中性

内容量：60mL



【参考】

メーカー：XEBEC

【参考】

メーカー：エステー

（２０）防寒服上下（防水・防寒ウェア）

①ＬＬサイズ

②３Ｌサイズ

  特徴：雨でも濡れにくい防水防寒作業用ウェア

  用途：冬期間（雨･雪の中）における土木作業等

  材質：ポリエステル 100%

（２１）厚手ゴム手袋

①Ｍサイズ

②Ｌサイズ

③ＬＬサイズ

  特徴：特殊配合のニトリル素材を 2度漬け強化したゴムを使用、食品衛生法適合

  厚さ（mm）：0.95

色：ブルー

機能：耐熱・耐油・耐薬品・耐突刺・耐摩耗性

全長（cm）：30

中指長（cm）：7.1

材質（裏）：綿（メリヤス）

材質（表）：ニトリルゴム

（２２）軍手

  機能：滑り止め付

  材質：綿、ポリエステル

  色：白

  内容量：１ダース（１２双）

３ 納入期限

平成２９年３月１５日（水）

４ 納入場所

（１）住 所：三戸郡三戸町同心町字同心町平 54-7

（旧十和田食肉衛生検査所三戸支所事務室）

（２）電 話：０１７９－２３－３２６４

    （農林水産部農業普及振興室三戸分室 舘山総括主幹）

（３）その他：納入場所連絡先は上記（２）ですが、問い合わせ等は県庁畜産課 山田、

穐元までお願いします。

      畜産課直通０１７－７３４－９４９５

      



別紙

№ 品　　　　名 数量 № 品　　　　名 数量

1 作業靴 9 ベニア板 200

　　24㎝ 20 10 補鳥網（アルミシャフト魚網） 30

　　25㎝ 20 11 ガソリン携行缶（滑りゆれ防止板付き） 40

　　26㎝ 70 12 ガソリン携行缶 10

　　27㎝ 70 13 トランシーバー 21

　　28㎝ 22 14 誘導灯 30

2 スリッパ 60 15 養生テープ 200

3 耐油長靴 16 ロックタイ 200

　　24㎝ 150 17 90Lゴミ袋 218

　　25㎝ 150 18 ポリペール容器(蓋付き） 160

　　26㎝ 300 19 レンズくもり止め(ムースタイプ） 30

　　27㎝ 300 20 防寒服上

　　28㎝ 150 　ＬＬサイズ 50

4 雨合羽 　３Ｌサイズ 50

　　Ｓサイズ 30 防寒服下

　　Ｍサイズ 30 　ＬＬサイズ 50

　　Ｌサイズ 120 　３Ｌサイズ 50

　　ＬＬサイズ 120 21 厚手ゴム手袋

　　３Ｌサイズ 100 　Ｍサイズ 916

5 踏込消毒槽（テンバコ型コンテナ） 9 　Ｌサイズ 2,000

6 ブルーシート 160 　ＬＬサイズ 2,000

7 組立式タンク 5 22 軍手 20

8 一輪車 30

防疫作業資材（一般資材）一覧


